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国立大学法人化後の現状と課題について（中間まとめ（案））概要国立大学法人化後の現状と課題について（中間まとめ（案））概要

文部科学省では、法人化以降６年が経過した国立大学法人の現状分析や今後の改善方策を検
討する「国立大学法人の在り方に係る検証」を本年１月から開始しており、今般、国民からの意見募
集や関係者からの意見聴取を経て、本「中間まとめ（案）」を取りまとめた。
今後、本「中間まとめ（案）」に対する国民からの意見募集、文部科学省『「熟議」カケアイ』サイトに

おける「熟議」の実施、関係団体との意見交換等を経て、本年夏を目処に「中間まとめ」として公表
予定。

１．法人化後の社会経済情勢１．法人化後の社会経済情勢（本文３Ｐ～）（本文３Ｐ～）

①高等教育の国際化と教育の質の保証（本文３Ｐ）

②１８歳人口の減少と進学率（本文４Ｐ～）

③厳しい財政状況（本文５Ｐ）

○国境を越えた大学教育の提供や教育の質保証の取組が進展
（ex.「欧州高等教育圏構想」、「日中韓大学間交流・連携推進会議」の開催）

○日本の大学進学率47％は国際的に見て、決して高い水準とは言えない。アジアでは、韓国やタイ

が日本を上回る
■我が国の進学率は韓国やタイよりも低い
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○国立大学法人運営費交付金は、「骨太の方針2006」に基づき、対前年度比１％減とされたこと等に
より、法人化後、一貫して減少。（ただし平成22年度については、この方針を見直し。）

○我が国の高等教育機関への公財政支出はOECD諸国で最も低く、家計負担が突出して高い。

■運営費交付金は830億円減少。
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■日本は公財政支出が0.5％と低く、家計負担が高い。

（UNESCO Institute for Statistics “Global Education Digest 2009 
Comparing Education Statistics Across the World” Table 7を基に作成 ）

（文部科学省作成） （OECD「Education at a Glance 2009」を基に作成）

○教育内容等の改善のための組織的な研修等（ＦＤ）、教育研究の目的の公表、授業の方法・内容や
評価基準の学生への明示の義務化等教育の改善・改革が進展

▲98億円
（▲0.8％）

▲103億円
（▲0.8％）

▲171億円
（▲1.4％）

▲230億円
（▲1.9％）

▲118億円
（▲1.0％）

▲110億円
（▲0.9％）
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OECD各国平均1.0％

なお、高等教育機関に対する支出の公私費負担割
合はOECD平均で公財政支出が72.6％、私費負担
が27.4％である一方、我が国は32.2％、67.8％と

なっており、私費負担の割合が高い。
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■日本の博士号取得者は少なく、近年、進学者が減少

米国：22,320人

中国：20,920人

独：8,920人

韓国：3,470人

日本：7,150人

英国：7,660人

印：7,540人

（千人） （自然科学系の博士号取得者数の推移）

（NSF Science and Engineering Indicators 2010を基に作成）
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①教育（本文６P～）

○教育改革や学生サービスは進捗している一方、教員数の減等に伴う教育負担の増等が懸念。

（１）教育研究等の状況（１）教育研究等の状況（本文６（本文６PP～）～）

５
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１

順位

0.795.56カリフォルニア工科大学（米）

4.087.08オックスフォード大学（英）

2.01

4.22

1.13

1.39

学生数/職員数

4.37

7.04

3.74

4.36

学生数/教員数

ハーバード大学（米）

イェール大学（米）

ケンブリッジ大学（英）

上位５大学

大学名

○（社会人学生であるが、）十数年前に自分が学部生であった時代に比べ、はるかにわかりやすい授業が行われて
いる。（参考資料４３P）

○学生の授業評価等もあり、学生のニーズに沿った教育を行うことへの意識が高まった。（参考資料４３P）

○奨学金制度の導入や学生相談窓口の充実、キャリア・サポートセンターの整備、目的積立金を活用した学習サー
ビス施設、課外活動施設の整備など、学生支援のための取り組みが進んだ。（参考資料５０P）

■意見聴取でも教育内容等を評価する声が多い。

（平成20年度科学技術人材養成等委託事業委託業務成果報告書及び平成20年度学校基本調査を基に作成）

２．法人化後の状況分析２．法人化後の状況分析（本文６（本文６PP～）～）

社会経済情勢等も踏まえ、教育・研究、法人制度の運用状況の側面から状況分析を実施。
国立大学法人制度の趣旨や改革理念は、概ね肯定的に評価されており、法人化後は、管理運営

面のみならず、教育・研究・社会貢献等の面も一定の成果を収めつつあるが、なお改善や充実が求
められる点が見受けられる。（本文２１Ｐ）

「･･･各種意見聴取においても、法人化以降、･･･教育内容の充実や教育活動の質の向上を評価する意見が多く出さ
れている。」 （本文７Ｐ）

「教育活動の時間は増加傾向にあるが、教員数は特に増加しておらず、附属病院を除く常勤教員の人件費も大幅に
減少している。・・・さらに、我が国の学生と教員・職員の比率は他国のトップレベルの大学と比較して高くなってお
り、・・・このような状況が続けば、教員一人当たりの教育負担や事務負担がさらに増加するとともに、教育の質の低
下も懸念される。」 （本文７～８Ｐ）

■日本の大学は、世界トップ大学と比較して、学生数に対する教員数、職員数が少ない
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18.496.57東北大学

24.338.98東京工業大学

20.86
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18.95

学生数/職員数

7.40
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7.08
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東京大学

京都大学

大阪大学

上位５大学

大学名

■国立大学の人文学分野の教員数は一貫して減少。

教員人件費（附属病院以外）

非常勤人件費

常勤人件費

■法人化以降、常勤教員の人件費は減少し、
非常勤教員の人件費が急激に増加。

※平成16年度を100とした場合の増減を表したもの。
※平成19年度以降の人件費には、会計基準変更に伴うセグメント間の人件費配

賦方法の見直しによる影響額を含んでいる。
（文部科学省作成）

（文部科学省「学校教員統計調査」を基に作成）

平成10年度から
7.8%増加

平成10年度から、
11.4％減少
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②研究（本文８P～）

○共同研究、競争的資金の獲得額、科学技術研究費補助金の獲得額等は大幅増。

○研究時間や学術研究論文の数は減少。教員の負担増や基礎研究への影響、大学間格差が懸念。

610

772

971

1,102

1,279
1,336

176 219
275 303 331 362

428 416 437

567 571

770

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H15 H16 H17 H18 H19 H20

受託研究受入

共同研究受入

特許権実施料収入

■共同研究、受託研究、特許権実施料収入は大幅増。

（億円）

■研究活動の時間は減少傾向。

1.5%5.3% 13.9% 56.0% 23.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研究時間

増えた やや増えた かわらない やや少なくなった 少なくなった

■学術研究論文数は減少。
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（文部科学省「産学連携等実施状況調査を基に作成）

（（独）国立大学財務・経営センター「国立大学法人の経営・財務の実態に関する研究報告書（平成22年3月）」を基に作成）

（内閣府「国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果」を基に作成）

「･･･法人化以降、各大学においては、民間企業等との共同研究の実施、受託研究の受入、特許権実施料収入のい
ずれも大幅に上昇しており、社会の需要に応じた研究が活発になってきていると考えられる。」 （本文８Ｐ）

「･･･外部資金獲得のために、短期的成果の出る研究が優先されており、基礎研究や人文科学系の一部など社会・経
済的な観点からの需要は必ずしも多くはないが重要な学問分野の継承・発展に影響が出てきているとの指摘や、人
的・物的条件に恵まれた都市部の大規模総合大学と比較して、いわゆる地方大学や小規模な大学が、外部資金の
獲得面でも不利などの理由により、大学間の格差が広がってきているなどの指摘がある。」 （本文９～10Ｐ）

■科学研究費補助金の採択件数と配分額は法人化
以降増加。
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（文部科学省作成）

▲2.2％

▲2.3％

▲5.9％

（科学技術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調
査2009）総合報告書」（NISTEP REPORT No.136）を基に作成）
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日本全体としての基礎研究の多様性

長期の時間をかけて実施する研究

計量標準、材料試験など基盤的な研究

新しい研究領域を生み出すような挑戦的な研究

地域独自の課題についての研究

異なる分野の融合を目指す研究

成果の出る確実性が高い研究

短期的に成果が生み出せる研究

一時的な流行を追った研究

少なくなっている 多くなっている

■研究者等へ基礎研究の状況について聴取したところ、
長期の時間をかけて実施する研究が少なくなっている
との認識が多い。

受託研究受入、共同研究受入：億円

特許権実施料収入：1/100億円
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③社会貢献（本文10P～）

○社会貢献活動は進展。

④附属病院（本文11P～）

○診療負担の増等が懸念。

国立大学 公立大学 私立大学

三大都
市圏

その他
地域

三大都
市圏

その他
地域

三大都
市圏

その他
地域

大学数 14校 32校 2校 0校 2校 0校

件数 1,081件 1,668件 110件 0件 96件 0件

■中小企業との共同研究実績（件数ベース）・上位５０
大学のうち、国立大学32大学が三大都市圏以外の
地域で実施。

■０６年～０７年にかけて国立大学全体の臨床医学系論
文数が１．３％低下。一方、世界全体では２．７％増加。

200,901
(2.7%)

14,758
(1.4%)

10,324
(▲1.3%)

2007
(対前年度)

195,66314,54910,4562006

世界全体日本全体国立大学全体

■附属病院施設整備のための長期借入金の債務残高
が約9,200億円（平成21年度末）あり、毎年度多額の償

還が必要。

（文部科学省作成）

（トムソン・ロイター社の「University Science Indicators Japan 1981-2007」を
基に（社）国立大学協会が分析した資料を基に作成）

「･･･法人化以降、社会貢献事業に積極的に取り組んでおり、国立大学の法人化後の社会貢献等の状況については、
財経センター調査においても、社会貢献活動の拡充に法人化がプラスであったとの回答が７割を超えている。」 （本
文10Ｐ）

「三大都市圏以外の地域における中小企業との共同研究の実施件数、実施金額は国立大学が公私立大学と比較し
て著しく高くなっていることなど、各国立大学は地域に密着した教育研究を展開しており、地域への貢献度は非常に
高いと言える。」 （本文10Ｐ）

■そもそも国立大学は立地する地域に対して大きな
経済効果を有する。（山口大学の事例）

（平成１９年地方大学が地域に及ぼす経済効果分析）

「各種意見聴取においても、研究医を含む人材養成の機能が低下している、診療業務が増加しており、病院と学部の
業務を分けないと研究の時間がとれない、多忙な状況に関わらず、医師の給与が他の病院と比較して著しく低いな
どといった意見が出ている。このような状況を招いている要因としては、病院収入の増加が求められる中、診療に多
くの時間を割かざるを得なくなったこと、国立大学附属病院を含む特定機能病院の診療報酬がコストに比較して著し
く低額に抑えられていたこと等が考えられる。」 （本文12Ｐ）

■附属病院運営費交付金が交付される場合には附属病
院収入の２％相当を同交付金から減額。結果、同交付
金は第1期中期目標期間中に377億円削減。
（本算定ルールは平成22年度は撤廃）

584

499

425

367

308

207

150

300

450

600

H16 H17 H18 H19 H20 H21

（億円）

▲85億円
（▲14.6％）

▲74億円
（▲14.8％）

▲58億円
（▲13.6％）

▲59億円
（▲16.1％）

▲101億円
（▲32.8％）

農林水産業
稲作など食料品

食品加工業、
酒造業など

不動産
住宅賃貸、不
動産仲介業

など

化学製品
医薬品メー
カーなど

対個人
サービス

飲食店、ホテル、
映画館や劇場、
クリーニング店、
理美容室など

運輸
バス、タクシー、
トラック運送、

鉄道など

９０億円９０億円

５２億円５２億円

３０億円３０億円

４４億円４４億円
６７億円６７億円

県経済全体への効果：６６７億円

建設
建築、建物補

修など

商業
卸売、小売
店やスー
パー等の小

売業

１１５億円１１５億円

２８億円２８億円

地方国立大学地方国立大学

UniversityUniversity

４０億円４０億円

県経済全体への効果：667億円／年

その他、通信・放送、電子機械等の産業等で
201億円の生産誘発効果がある。
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○非公務員化による裁量労働制の導入や職員の独自
採用など、柔軟な人事制度を評価

○人件費削減による若手教員の減、常勤職員の減や、
他法人との人事交流の停滞等の指摘

②人事関係（本文14P～）

○予算の定率削減により人件費削減が進められており、若
手教員の雇用がその調整弁として利用されていることは、
将来の日本の科学技術振興等に大きな影響を及ぼす。

○法人化以降、他法人との人事交流が減少している。

■意見聴取で指摘された課題例

○予算の柔軟な執行、年度繰越等を評価
○施設整備について、様々な自主財源による整備が可
能になった点を評価する一方、老朽化対策のための費
用の不足等の指摘

○出資の範囲、余裕金の運用範囲について更なる緩和
の要望

③財務会計関係（本文17P～）

○目標・計画、実行、評価というサイクルは機能してい
るとの評価の一方、負担も増加との指摘

④中期目標・計画、評価（本文20P）

○運営費交付金の削減について、減らすことができない共
通経費が大きな割合を占めており、各教員に配分される
日常的な教育研究経費に大きなしわ寄せがいっている。

○今後、増加する施設の老朽化に対応する財源を教育・研
究等の質を落とさずに確保するのは困難。

■意見聴取で指摘された課題例

○中期目標・計画及び法人評価制度は、抜本的に簡素化
すべき。少なくとも利用者ニーズに即した評価方法を確立
すべき。

○中期目標や中期計画が日々変わりゆく大学情勢に関係
なく、6年間変更できないというのは大学運営上の弊害。

■意見聴取で指摘された課題例

３．今後の改善方策３．今後の改善方策（本文（本文21P21P～）～）

状況分析を踏まえ、当面は、現状の制度の根本を維持しつつ、必要な改善や充実を図ることが重
要であり、①教育研究力の強化、②ガバナンスの強化、③財務基盤の強化の三点から改善方策を
整理。（本文21Ｐ～）

（ 国 ）教育研究組織の見直しへの支援、学生の就業力向上のための改善支援 等
（大学）ＦＤ活動の充実 等

（ 国 ） 新たな評価の在り方や評価人材育成の検討、監事の機能強化、人事交流の在り方の改善 等

（大学）様々なステークホルダーとの連携推進、学内手続等の明確化・簡素化 等

（ 国 ）運営費交付金の確保、総人件費抑制の見直しの検討 等
（大学）学内資源配分ルールの明確化、管理的経費等の抑制、施設の共同利用 等

①教育研究力の強化（本文21P～）

②ガバナンスの強化（本文22P～）

③財務基盤の強化（本文23P～）

（参考資料３０Ｐ）

（参考資料４６Ｐ）

（参考資料３９Ｐ）

（参考資料５７Ｐ）

（参考資料３３Ｐ）

（参考資料４９Ｐ）

（２）国立大学法人制度の運用状況（２）国立大学法人制度の運用状況（本文１２（本文１２PP～）～）

○学長の役割について、イニシアティブ強化を評価する一
方、経営能力の不足、学内の意思疎通の不足等の指摘

○役員会、経営協議会、教育研究評議会、監事等につい
ては、よく機能しているとの評価の一方、会議の形骸化
等の指摘

○教育研究組織の見直しについては、柔軟な組織改編を
評価する一方、機動的な対応が不足等の指摘

①管理運営組織等（本文12P～）

○経営協議会の報告事項や審議事項の資料が膨大すぎる。
また、大学の経営方針など自由な討議の時間が十分に
持てていない。

○法人化以降、組織改革に後ろ向きになっている。新しい
学問には新しい器が必要であり、組織改革への予算の重
点配分をお願いしたい。

■意見聴取で指摘された課題例

（参考資料４５Ｐ）

（参考資料３７Ｐ）


